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１．交通をとりまく環境の変化 

①少子高齢化、人口動態 
②経済の動向 

２．交通市場の動向 

①輸送機関ごとの動向 
②運輸部門からのＣＯ２排出量 
③分野ごとの現状 
  １）地域交通 
   ２）幹線交通 
    ３）国内物流 
    ４）国際交通 
    ５）国際物流 
    ６）バリアフリー 
   ７）技術・安全等 
 

④主な課題の背景 
  １）まちの拡散 
  ２）国内ネットワーク 
  ３）訪日外国人の増加 
  ４）地球温暖化問題 
  ５）運輸行政のアプローチ 
  ６）公共交通施策に関するニーズ 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

交通をとりまく環境の変化 



   
    

①少子高齢化、人口動態 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口(H18.12) 中位推計  

2005年に我が国の総人口は減少に転じ、人口減少社会は既に現実のも
のに。 
今後、平成37（2025）年に1億2,000万人を下回り、平成57（2045）年には１
億人程度となる見通し。  

1億1千500万人 

9千500万人 

高齢化、人口減少の推移・予測 
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三大都市圏及び地方圏における人口移動 
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。 

（注）上記の地域区分は以下のとおり。 

   東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県  大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

   三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏  地方圏：三大都市圏以外の地域 

東京圏 

名古屋圏 

大阪圏 

地方圏 

11.7万人 

-0.9万人 

-10.4万人 

-0.5万人 
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人口の自然増減、社会増減の変化 

資料）総務省「国勢調査」より国土交通省作成 
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将来の総人口、少子高齢化率の推移 

（2005～2009年：総務省「人口推計」、2010～2050年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（中
位推計）） 

（総人口：千人） （15歳未満率） 
（65歳以上率） 

（年） 

2005年 
約20.0％ 

2023年 
約30.0％ 

2050年 
約40.0％ 

2005年 
約1.27億人 

2024年 
約1.20億人 

2045年 
約1億人 2050年 

約9500万人 

2005年 
約14.0％ 2025年 

約10.0％ 

2050年 
約8.5％ 
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     ②経済の動向 
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名目GDP、国民所得の推移 

（国民経済計算年報） 
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①名目GDP、国民所得の推移 
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②一人当たり名目GDP、国民所得の推移 
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各国の名目GDPの比較 

（国民経済計算年報）国土交通省作成 

各国の一人当たり名目GDPの推移 
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交通市場の動向 



   
    
     ①輸送機関ごとの動向 
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鉄道旅客輸送の推移 
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乗合バスの輸送人員、営業収入の推移 

（営業収入：億円） （輸送人員：百万人） 

その他地域輸送人員 

（年度） 

• （注１）各数値データは、乗合バス全事業者のデータを採用。また、各年度の（ ）内の数値は、当該年度の 
        乗合バス事業者の総数である。 
• （注２）三大都市圏とは、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、岐阜、大阪、京都、兵庫の集計値である。 
• （資料）国土交通省 
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資料）国土交通省調べ 
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国内航空旅客輸送の推移 
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１９９０年頃まではトンベース・トンキロベースとも右肩上がりで増大。 

１９９０年代以降は減少傾向。 

国内貨物輸送の推移 

※ 国土交通省 総合政策局 情報管理部「自動車輸送統計」「鉄道輸送統計」「内航船舶輸送統計」「航空輸送統計」（すべて「年報」）より国土交通省 政策統括官付作成 

※ただし、09年度の鉄道輸送量のみ、国土交通省 総合政策局 情報管理部「国土交通月例経済」より作成 

※    は合計値 数字 

トンキロベースの国内輸送量の推移 トンベースの国内輸送量の推移 
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我が国をめぐる国際航空旅客輸送の推移 
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○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア 
○北米：アメリカ、カナダ 
○欧州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク 
○その他：日本と上記以外 

アジアの港湾 
２億３，３８０万ＴＥＵ アジアの港湾 

６，５２７万ＴＥＵ 

TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の 
20フィート・コンテナを１とし、40フィート・コンテナを２として計算する単位  各年のContainerisation International Yearbook をもとに国土交通省港湾局作成 

※’08は速報値 

世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移 
 
 

全世界のコンテナ取扱量は１０年間で約３倍、アジアでは約３．６倍に増加 
一方、日本のコンテナ取扱量は約１．８倍の増加に留まる 
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     ②運輸部門からのCO２排出量 
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運輸部門のＣＯ2排出量 
 
 

2001年以降、運輸部門からの排出量は減少傾向。 

貨物分野は1996年をピークに減少し、2008年は9,130万トン（基準となる1990年比で13.6％削減）。トラックの大型
化や自営転換等の取組が効果をあげている。 

同様に旅客分野も2001年をピークに減少し、2008年は1億4,370万トンであるが、基準となる1990年比では21.9％
増加。自家用乗用車等の増加が原因と考えられる。 

 

１９９６ ２００１ ２０１０ １９９０ 

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（億
㌧‐

Ｃ
Ｏ
２
） 

（西暦） 

※ 旅客（マイカー以外）及び貨物（トラック以外）には、バス・タクシー・鉄道・船舶・航空が含まれる 
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」及び環境省「温室効果ガス排出量速報値」より国土交通省 政策統括官付作成 

２００８ 

【基準年】 
2億1,700万 

2億3,500万 

最大値から21.5％減 

自家用 
トラック 

マイカー 

旅客分野 
（マイカー以外） 

貨物分野： 
1990年比 13.6％減 

営業用 
トラック 

鉄道、内航等 
（トラック以外） 

１ 

２ 

３ 

最大値から12.0％減 

9,130万 

【運輸部門全体の最大値】 
2億6,700万 

※旅客分野：最大値（1億6,100万） 

運輸部門全体： 
1990年比 8.3％増 

旅客分野： 
1990年比 21.9％増 

※貨物分野：最大値（1億1,600万） 
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Presenter
Presentation Notes
○運輸部門のＣＯ２排出量について、１９９０年以降の推移はこのようになっている。○ ２００１年度以降は、運輸部門からの排出量は減少傾向。　 貨物自動車（最下段オレンジ色）は１９９６年度をピークに減少。１９９６年度からの直近１１年間で１５．６％を削減。２００７年速報値は８，８４０万トンで、基準となる１９９０年比で６．９％削減。○ 貨物自動車部門のＣＯ２排出量削減の要因としては、トラックの大型化や自営転換　 による輸送効率化が効果を上げていることが考えられる。○ なお、２００８年３月２８日に改定された「京都議定書目標達成計画」において、運輸部門におけるＣＯ２排出量の目標値が ２億５，０００万トン・ＣＯ２ → ２億４，０００万～４，３００万トン・ＣＯ２に改められている。※ 自営転換　　自家用トラックから営業用トラックへの転換。自家用トラックよりも営業用トラックの方が効率が良いため環境への配慮が期待できるほか、荷主企業のコアビジネスへの集中や道路混雑緩和等といった効果も期待できる。



日本における輸送機関別のCO2排出量 

旅客交通の割合は５１％から６２％に増加（自家用乗用車の割合は３９％から４９％に
増加。）。 

営業用貨物車の割合は、１６％から１７％に微増。一方、自家用貨物車は、２８％から
１８％に減少、貨物車全体としては４４％から３５％に低下。 

2008年度 1990年度 
排出量合計 ２億１７３７万トン 排出量合計 ２億３５３７万トン 

出典：国土交通省資料（（環境省）温室効果ガス排出・吸収目録より算定） 

（８．３％増） 

国内からのCO2排出量の20.5% 国内からのCO2排出量の20.7% 

１９９０年 ２００８年 

自家用乗用車 
（85百万トン） 

39% 

タクシー 
（5百万トン） 

2% 

バス 
（5百万トン） 

2% 鉄道旅客 
（7百万トン） 

3% 

旅客船 
（4百万トン） 

2% 

航空旅客 
（6百万トン） 

3% 

営業用貨物車 
（34百万トン） 

16% 

自家用貨物車 
（60百万トン） 

28% 

鉄道貨物 
（1百万トン） 

0% 

内航海運 
（9百万トン） 

4% 

航空貨物 
（1百万トン） 

1% 

自家用乗用車 
（115百万トン） 

49 % 

タクシー 
（4 百万トン） 

2% バス 
（4万トン） 

2% 

鉄道旅客 
（8百万トン） 

3% 
旅客船 

（4百万トン） 
2% 

航空旅客 
（9百万トン） 

4% 

営業用貨物車 
（41百万トン） 

17% 

自家用貨物車 
（41百万トン） 

18% 

鉄道貨物 
（0.5百万トン） 

0% 

内航海運 
（7百万トン） 

3% 

航空貨物 
（2百万トン） 

1% 

51% 
62% 
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     ③分野ごとの現状 
       １）地域交通 
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市街地において、人口密度が低い地域ほど自動車利用率が高く、その増加ス
ピードも速い。 
都市規模別では、都市の人口規模が大きくなるほど公共交通利用率が高く、

同じ人口規模圏でも、中心部の方が公共交通利用率が高い。 

人口密度と公共交通利用率・自動車利用率の相関  

人口密度が高いほど、 
公共交通利用率が高い 

人口密度が低いほど、 
自動車利用率が高く、 
その増加スピードも速い 

出典：国土交通白書2009 

地域交通の現状（１） 

25 



バス事業収支率と人口集中との関係を分析すると、非人口集中地区（非
DID地区）においてはバスの収支率は50%程度と推定され、当該地域におい
ては公的支援なくして運行の確保・維持が困難。 
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地域内における非ＤＩＤ地区の居住する者の割合 

収支率 

バス事業の収支率と非人口集中地区（非DID
地区）の関係（全国207生活圏ごとの地域内の非ＤＩＤ地

区居住者割合とバス事業の収支率をクロス） 

 
・全国の路線バスのうち黒字路線はわずか
約4分の１に過ぎない。   
・毎年、稚内から鹿児島までの直線距離を超
える2000km以上のバス路線が廃止されて

いる。  （平成18年から平成21年での平均） 

毎年2000kmを超えるバス路線が廃止 

地域交通の現状（２） 

黒字 

赤字 

民営バス事業者経常収支（平成２１年度） 

３０％ 

７０％ 

資料）国土交通省調べ 
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0.65  

0.70  

0.75  

0.80  

0.85  

0.90  

0.95  

1.00  

三大都市圏 地方都市圏 

車あり 

車なし 

（2.9回／
日） 

１日当た
りのト
リップ数
（「車あ
り」）を1
とした場
合 

出典：平成１７年全国都市交通特性調査 

２６ 
 ％ 
低 
い 

（2.5回／
日） 

（2.1回／
日） 

（2.2回／
日） 

１６ 
 ％ 
低 
い 

都市と地方のいずれにおいても自家用乗用車を利用できる者に比べ、自家用
乗用車を利用できない者の一日当たりのトリップ数が低くなっている。 

自家用乗用車の利用可能性の有無による１日当たりのトリップ数の格差は、
三大都市圏では▲１６％、地方都市圏では▲２６％と、地方の方が開きが大き
い。 

二輪車、徒歩を除くトリップ数の格差は更に大きい。（三大都市圏：１／２、地
方都市圏：１／３） 

自家用車の利用可能性とトリップ数 

出典：平成１７年全国都市交通特性調査 

0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 

1 
1.2 
1.4 
1.6 
1.8 

2 

三大都市圏 地方都市圏 

車あり 

車なし 

１日当た
りのト
リップ数
（自転
車・徒歩
を除く） 

１ 
／ 
２ 

１ 
／ 
３ 

自家用車の利用可能性とトリップ数（徒歩・
自転車を除く） 

地域交通の現状（３） 
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地域鉄道の現状（１） 

昭和６２年度から平成１9年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（７２社） 

赤字：７３社（７９％） 

黒字：１９社（２１％） 
輸送人員の推移 （単位：千万人） 

昭和６２年から約１７％減少 

路線廃止の推移 

年 度 

平成１２年度から６３５km廃止 

出典：鉄道統計年報 

（キロ） 

（単位：千万人） 

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9   10 11 12 13 14 15 16 17 

55 
50 
45 
40 
35 
30 
25 
20 

輸
送

人
員

 

60 

18 19 

出典：鉄道統計年報 

経常収支 
平成 20 年度（鉄軌道業） 

沿線人口減少や少子高齢化、モータリゼーションの進展等によって輸送人員が逓減傾向にあり、地域鉄道を取り巻く環境が厳しさを増 
 す中で、約８割の事業者が赤字となっている。 

地域鉄道を取り巻く厳しい環境の中、平成１２年度から平成２１年度までの間における廃止路線の全長は、６３５kmに及んでいる。しかしな 
 がら、他の交通モードでは旅客を十分にさばけない可能性（例：京福電鉄）もあり、地域鉄道を安易に廃止することは地域の衰退に繋がる。 

【福井中日新聞13.6.28）】 
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地域鉄道の現状（２） 

車齢 

経過事業者 

電車の耐用年数 １３年 

※「平成21年 輸送高度化補助設備整備状況調査書」 
                        提出事業者（９２社） 

※昭和６２年４月以降開業の地方鉄道新線を除く 

内燃車の耐用年数 １１年 

％ 

年以上 31 

1,289 両、 
46 

496 両、 
18 ％ 

662 両、 
24 ％ 

338 両、 
12 ％ 

施設の現状 
路線開業からの経過年数 

施設の老朽化が進む中、その更新のための費用の確保ができないことが、事業を継続する上で 
 のネックとなっている。 

また、地域鉄道事業者は、経営が逼迫する中、安全性向上等のための新たな施設整備等に係る 
 ニーズへの対応が困難な状況となっている。（例：福知山線脱線事故を受けて速度超過防止用 
 ATSの設置が急務となった際、当該設備の設置費用を自己資金で賄うことができなかった） 

施設の現状 

20     30     40     50     60    70   80   90   100   110  120 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

（事業者数） 
30 

10 

開業後７０年以上 

８0％ 

（経過年数） 

老朽化がすすむ橋梁や軌道 
29 



離島航路の現状 

全国と離島の人口の推移 

補助航路の輸送実績と欠損の推移 

運賃水準の比較 

割高な運賃 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 

全国の人

口 
離島の人

口 

人口は減少 

輸送人員は減少 

欠損は拡大 

※標準的なもので比
較したもの（実際の
航路・路線、距離に
より差あり） 

（離島）千
人 

（全国）千人 

資料）国土交通省調べ 
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離島航空路の現状 

離島航空路線 旅客数（千人） 運航便数（千便） 

平成１８年度 ６６ ５，２４５ ９５ 

平成１９年度 ６２ ５，５０１ ９５ 

平成２０年度 ６３ ４，８９０ ９１ 

離島航空路線における路線数、運航便数及び旅客数の推移 

離島６３路線の経常収支 運航会社ごとの離島路線経常収支 

離島路線全体の経常収支（平成２０年度）は 
３４路線が赤字である。 

運航会社ごとの離島路線経常収支（平成２０年度）は 
１０社中５社が赤字である。 

黒字５社・・・日本航空インターナショナル、株式会社 
        ジャルエクスプレス、日本エアコミューター、 
        日本トランスオーシャン航空、琉球エアー 
        コミューター 
赤字５社・・・全日本空輸、北海道エアシステム、旭伸航空、 
        新中央航空、オリエンタルエアブリッジ 

黒字路線・・・２９路線 
赤字路線・・・３４路線  
         （全体の約５４％が赤字路線） 
補助対象路線・・・１６路線 
 最も日常性を有する都市との間で、船舶等では２時間以上
要する単独の路線であって、赤字を計上しているもの。 

平成１１年度 ６６ ５，０４０ １０４ 
（参 考） 

資料）国土交通省調べ 
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ＬＲＴ（Light Rail Transit）とは、 
 従来の路面電車から走行空間、車両等を向上させたもので、道路空間、鉄道敷等の既存インフラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力等を持っ
た、人や環境に優しい公共交通システムのことで、バリアフリーや環境への配慮、さらに中心市街地の活性化による都市・地域の再生等に寄与するものと
して、注目を集めています。 

●高い速達性、定時性 
・車両の高性能化、軌道の専用化、一部立体化、優先信号化、運賃収受システムの改 
 善等により、高い速達性・定時性を確保 

●人にやさしい 
・低床式車両の導入、電停のスロープ整備等による段差解消や他交通機関への乗り継ぎ利便を確保 

●十分な輸送力 
・適切な運行間隔と連接車両等との組み合わせにより十分な輸送力を確保 

特 長 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 
（広島電鉄の５連接車の例） 

⇒ 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 ⇒ 

走行空間 

物理的に
軌道敷内
への自動
車の乗入
れが可能 
 
 
 
 

・ 軌道敷と車
道の分離 

優先信号の
導入 

等 

⇒ 

富山ライトレール富山駅北付近 
軌道敷地と車道を縁石により分離 

床の高さ 

780mm ⇒ 330mm 
ホームから 段差なし で直接乗降可能 段差があるため ステップが必要 

・ 

●環境にやさしい 
・自動車交通に比してCO2排出量が少ないという路面電車の特長に加
え､ 
 弾性車輪制振軌道等により騒音振動を低減 

軌道構造 
通常 
軌道 

制振 
軌道 ⇒ 

87dB ⇒ 76dB 
〔 騒音比較 〕 
走行速度 40km/h 時 
軌道中心から 7.5m 、 
地上高さ 1.2m で測定 

福井鉄道市内軌道線 福井駅前付近 
インファンド軌道を採用し、低振動・低 
騒音を実現 

●まちづくりにおける取組 
 ・都市の基幹となる交通としてLＲＴを整備 
・駅前広場の整備やトランジットモール化、パーク＆ライドﾞ駐車場の整 
 備、沿線への公共公益施設の配置などのまちづくり施策との一体的な 
 整備が可能 

景観との一体性 

⇒ 
景観と
マッチす
る車両デ
ザイン 

従来の  
デザイン 

ＣＯ２排出量 

ＬＲＴシステムの概要 

（広島電鉄の単車の例） 

資料）国土交通省調べ 
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     ③分野ごとの現状 
       ２）幹線交通 
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新潟 

大宮 

大阪 
東京 

新八代 

鹿児島中央 
平成１６年３月開業 

長崎 

博多 

九州新幹線 
（長崎ルート） 

○博多･新八代間 

○諫早･長崎間 

（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

平成23年3月12日開業 
〈130km〉 

〈21km〉 

〈45km〉 
○武雄温泉･諫早間 

諫早 

○白山総合車両基地･敦賀間 
平成１４年１２月開業 

東北新幹線 

 

盛岡 

八戸 
新青森 

新函館 

札幌 
○新函館・札幌間 

平成27年度末完成予定 

北海道新幹線 

北陸新幹線 

長野 
高崎 敦賀 

福井 

富山 
金沢 

〈149km〉 

〈82km〉 

〈240km〉 
○長野･白山総合車両基地間 

○八戸･新青森間 
平成22年12月4日開業 

〈113km〉 

九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

新鳥栖 

平成26年度末完成予定 

平成９年１０月開業 

 
     既設新幹線開業区間 
     整備新幹線開業区間   
     建設中区間 
     未着工区間（工事実施計画申請中） 
     未着工区間（工事実施計画未申請） 

凡  例 

○新青森・新函館間 

認可（平成20年3月）から 
概ね10年程度で完成予定 

武雄温泉 

〈211km〉 

○福井駅部 
平成20年度末完成 

白山総合車両基地 

整備新幹線の現状 

資料）国土交通省調べ 
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平成２２年８月１日現在 

空港の現状 

資料）国土交通省調べ 
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平成22年10月末現在 

総延長 
(km) 

供用延長 
(km) 

進捗率 
(%) 

高規格幹線道路 約14,000 9,732 69 

道路整備の現状 

資料）国土交通省調べ 
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航空機は、500km以上の距離帯で流動量が増加 
鉄道は、700km以下の距離帯で流動量が増加 
自動車は、200km以上の距離帯で流動量が低下 

資料)幹線旅客純流動調査 

距離帯別・各モード別のトリップ数の推移 
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三大都市圏に係る主な輸送区間における航空の分担率 

出典：地域旅客流動調査の300km以上の輸送人員（鉄道及び航空）より算出。 
38 



航空サービス水準（運航頻度）の向上による分担率の維持・増加 

1997.3 
秋田新幹線開業 

2002 
航空のダブルトラック化 

1991 
航空のダブルトラック化 

資料)旅客地域流動調査 
注）首都圏～秋田：新宿～秋田駅、首都圏～岡山：新宿～岡山駅 

  航空機     鉄道     バス     船    

（660km） 

（約740km） 

資料)航空輸送統計年報、JTB時刻表 

航空機と鉄道の競合区間での分担率の推移 

39 



0 

1 

2 

3 

4 

5 

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

40,000  

45,000  

帯広(860km) 釧路(907km) 旭川(929km) 

普通運賃 

割引運賃 

航空会社数 

東京＝岡山については新幹線と
の競争があり、同距離の東京＝高
松に比べ、航空の割引運賃が低く
設定されている。 

0 

1 

2 

3 

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

40,000  

岡山 (542km) 高松 (540km) 

一般化費用（鉄道） 

一般化費用（航空普通運

賃） 
一般化費用（航空割引運

賃） 
航空会社数 

東京＝帯広、釧路、旭川の航空
運賃を比べると、参入航空会社数
が多い路線ほど割引運賃が低く設
定されている。 

48万人 94万人 49万人 年間旅客数 94万人 148万人 
幹線旅客純流動調査（2005年） 航空輸送統計年報（2009年度） 

注：一般化費用は、所要時間を3,666円／時で貨幣換算

し、運賃料金を加算して求めたもの。鉄道は、新幹線（のぞ
み）＋在来線を利用。 出典：総合政策局交通計画課資料 

円 円 

新幹線と航空、航空会社間の競争 
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     ③分野ごとの現状 
       ３）国内物流 
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 距離帯別輸送機関別輸送量（2007年度） 

～100㎞ 

100～300
㎞ 

300～500
㎞ 

500～750
㎞ 

750～

1000㎞ 

1000㎞～ 

自動車 

鉄道 

海運 

4,238,563  
千トン 

619,355 
千トン 

280,431 
千トン 

186,188 
千トン 

107,215 
千トン 

123,331 
千トン 

％ 

出典：地域貨物流動調査より国土交通省作成 

500km以上の距離帯における輸送量の伸び率の推移 

-20 

-15 

-10 

-5 

0 

5 

10 

2004 2005 2006 2007 ５００㎞以上～ 自動車 

５００㎞以上～ 鉄道 

５００㎞以上～ 海運 

輸送機関別距離帯別輸送量の伸び率の推移 
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貨物輸送部門からのＣＯ2排出量の増減要因 

トンキロ当たりのCO2排出量 トンキロ 

272億tkm 
→231億tkm(▲15%) 

= 

58万t 
→51万t(▲12%) 

21gCO2/tkm 
→22gCO2/tkm(+3%) 

CO2 

鉄道／海運 

トンキロ当たりのCO2排出量 

自家用 

営業用 

燃費向上（▲6%）、積載率等（+36%） 

トラック 
× トンキロ 

2740億tkm 
→3548億tkm(+29%) 

176gCO2/tkm 
→144gCO2/tkm(▲18%) 

754gCO2/tkm 
→977 gCO2/tkm(+30%) 

= 

9457万t 
→8840万t(▲7%) 

345gCO2/tkm 
→249gCO2/tkm (▲28%) 

自
営
転
換 

800億tkm 
→446億tkm 
  (▲44%) 

1940億tkm 
→3102億tkm 
  （+60%） 燃費向上（▲13%）、積載率等（▲5%） 

CO2 

6035万t→4359万t 
      （▲28%） 

3423万t→4481万t 
      （+31%） 

凡例 
 

（1990） 
→ 

（2007） 2445億tkm 
→2030億tkm(▲17%) 

894万t 
→781万t(▲13%) 

37gCO2/tkm 
→38gCO2/tkm(+5%) 

資料）国土交通省調べ 
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     ③分野ごとの現状 
       ４）国際交通 
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資料）出入国管理統計年報、JNTO訪日外国人旅行者数  

日本人の海外旅行者数は頭打ちの状況。 
平成22年に1,000万人を目標としている訪日外国人数は、平成19 年で835

万人。特に、アジア地域からの観光客等が2003年以降増加。 

国際交通に係る課題 
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成田空港における国際線ネットワーク（2010年3月以降） 

欧州 
・イギリス ・イタリア ・オーストリア 
・オランダ ・スイス   ・デンマーク 
・ドイツ   ・トルコ    ・フィンランド 
・フランス ・ロシア   

11ヶ国 15都市  

アフリカ・中東 
・イラン ・エジプト 
・アラブ首長国連邦 
・カタール 

4ヶ国 5都市  

北米 
・カナダ ・アメリカ  

2ヶ国 22都市 

中南米 

・ブラジル ・メキシコ 
2ヶ国 3都市  

オセアニア 

・オーストラリア ・グアム島  
・タヒチ ・ニューカレドニア 
・ニュージーランド  
・パプアニューギニア 
・北マリアナ諸島 

7ヶ国 11都市  

南京 

アジア 
17ヶ国・地域 41都市 

パース 
シドニー 

ブリスベン 

パペーテ 

コナ 

北京 

長
春 

青
島 

大
連 

瀋陽 

ソウル 
釜山 

杭州 
西安 

成都 
重慶 

ハノイ 

コペンハーゲン 

ロンドン 
パリ 

ミラノ 

アムステルダム 
ミュンヘン 

ローマ イスタンブール 

フランクフルト 

ウィーン 
チューリッヒ 

デリー 
ムンバイ 

タシケント 

カラチ 

テヘラン 

カイロ 

ジャカルタ デンパサール 

シンガポール 

コロンボ 

バンコク 

プーケット 
クアラルン

プール 

コタキナバル 
マーレ 

セブ 

ケアンズ 

ポートモレスビー 

ゴールドコースト 

オークランド 

ヌーメア サンパウロ 

ホノルル 

デンバー 
サンフランシスコ 

シアトル 

ロサンゼルス 
サンディエゴ 
ティファナ 

ダラス 

デトロイト 
トロント 

シカゴ 

高雄 

マニラ 

ホーチミン 

グアム 

サイパン 

ヒューストン 
アトランタ 

ワシントン 

ニューヨーク 

メキシコシティ 

ボストン 

カルガリー 

ドーハ 
アブダビ 

ヘルシンキ 

廈門 
台北 広州 

深圳 
マカオ 香港 

上海 済州 
イスラマバード 

ラホール 
ドバイ 

モスクワ 

新規就航路線  
増便路線 

ポートランド 

ウランバートル 

ソルトレークシティ 

バンクーバー ミネアポリス 
成田 

オーランド 

（2010夏ダイヤ第１週現
在） 

サンクトペテルブルク 

ユジノサハリンスク 

8都市 189便/週 
2010年夏期 就航先（国内線） 

40ヶ国・地域、93都市、1,664便/週 
2009年夏期 就航先（国際線） 

43ヶ国・地域、97都市、1,658便/週  
2010年夏期就航先（国際線） 

資料）国土交通省調べ 
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パリ（１） 

シンガポール
（４） 

バンコク
（３） 

台北
（８） 

 香港（５） 

11ヶ国・地域、17都市 １日最大54便（本邦25便（2社）、外航29便（18社）） 

就航先（国際線、昼間・深夜早朝合計） 

昼間時間帯路線  
深夜早朝時間帯路線 
昼間時間帯及び深夜早朝時間帯路線 

ホノルル
（３） ロサンゼルス

（２） 

デトロイト
（１） 

ニューヨーク
（１） 北京（４） 

上海（４） 

コタキナバル（＊） 

ロンドン（１） 

クアラルンプール
（＊） 

バンクーバー（１） 

サンフランシスコ
（１） 

羽田空港における国際線ネットワーク（2010年10月以降） 

北米 
・アメリカ ・カナダ 

2ヶ国 6都市 

欧州 
・フランス ・イギリス 

2ヶ国 2都市 

アジア 7ヶ国・地域 9都市 
・韓国 ･台湾 ・中国 ・香港 ・タイ   
・マレーシア ・シンガポール  

※事業計画認可ベース  
※便数は２０１０年冬期スケジュール期間中の最大便数 

（＊）マレーシア国
内の２地点は、合わ

せて１便カウント 

 ソウル（１４） 

資料）国土交通省調べ 
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ソウルにおける国際線ネットワーク 

43ヶ国、124都市 1,892便/週 

就航先（国際線） 

北米 
・アメリカ ・カナダ 

2ヶ国 13都市 185便/
週 

中南米 

・ブラジ
ル 

1ヶ国 1都市 3便/
週 

オセアニア 

・オーストラリア ・グアム島  
・ニューカレドニア 
・ニュージーランド ・フィジー  
・北マリアナ諸島（サイパン） 

6ヶ国 8都市 54便/週 

アジア 
17ヶ国 80都市 1,486便/週 

サンパウ
ロ 

欧州 
・イギリス ・イタリア ・オーストリ
ア 
・オランダ ・スイス    ・スペイン  
・チェコ ・ドイツ ・トルコ   
・フィンランド ・フランス ・ロシア  

12ヶ国 17都市 130便/週 

アフリカ・中東 

 
・アラブ首長国連邦 
・イスラエル ・イラン 
・エジプト ・カタール  

5ヶ国 5都市 34便/週 

パリ 

カイロ 

ドバイ 

ドーハ 

メルボルン 
シドニー 

ブリスベン 

ムンバイ 

ジャカルタ 
デンパサー

ル 

クアラルンプー
ル 

ホノルル 

煙台 

ロンドン 

ミラノ 

アムステルダム 

モスクワ 

チューリッヒ 
マドリード 

タシケント 

アルマティ 

イスタンブール ローマ 
北京 

重慶 

長
春 

天
津 済南 

鄭州 

ミュンヘン 

フランクフル
ト プラハ 
ウィーン バンクーバー 

サンフランシスコ 

シアトル 

アトランタ 
ワシントン 

ニューヨー
ク 

トロント 

ボストン シカゴ 

ロサンゼル
ス 

ラスベガス 

ダラス 

ナンディ 

オークランド 

牡丹江 哈爾浜 
ウラジオストック 

延吉 

ユジノサハリンスク 

ソウル（仁川・金浦） 

大阪 
（札幌・福岡他21都
市） 

ヌメア 

テルアビ
ブ 

テヘラン 

成都 

長沙 

西安 
青島 武

漢 
合肥 

桂林 

セブ 

ウランバートル 

プノンペン 
バンコク 

シンガポール 

プーケット 
カリボ 
コキタナバ

ル 

三亜 

ホーチミン 

シェムリアッ
プ 

ハノイ チェンマイ 
デリー 

深圳 

杭州 
上海 

南
京 

マカオ 
広州 厦門 

マニラ 
ルソン グアム 

サイパン 

ラワ
グ 

高雄 
台北 

香港 

大連 
瀋陽 

威海 
東京 

サンクトペテルブルグ ヘルシンキ 

カトマンズ 
昆明 

出典：2009年3月OAG Flight Guide ※便数は２００９年３月中の最大便数 
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      (百万) 

  日中韓 米国 EU25 

人口 1,493 294 457 

域内航空旅
客数 269 630 429 

（注）日中韓（香港、台湾を含む。）及びEU25はそれぞれの国内線及び域内国際線旅客数の合計値 
  出典：世界国勢図会、米国統計局、EU統計局、ICAO統計等 

域内航空旅客数（2004年） 

東アジアの空間スケール 
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     ③分野ごとの現状 
       ５）国際物流 
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Copyright (C) 2008 Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, JAPAN All Rights Reserved. 
58 

アジア主要港に寄港する基幹航路の便数は増加または横這いであるが、我が国に寄
港する基幹航路の便数は減少している。なお、中国北米間航路の最短経路は日本海・
津軽海峡を通過。 

寄港数／週 

アジア主要港に寄港
する基幹航路の便数
は増加または横這い 

我が国に寄港する基
幹航路の便数は減少 

ここでの「基幹航路」は、北
米航路、欧州航路を指す。 

資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局
作成 

１９９５の値は前年（１９９４年）の１１月現在の値  その他の値も同様に前年１１月
の値 

３９ １８ 21 

０ ４ ４ １ ３ 
７ 

１ ４ ４ ４ ６ 
３ ４ ４ 

７ 
４ 

７ ６ 
３ 

７ ６ 

１９ 

３５ 
２８ 

３８ ４０ 

１５ 
９ １０ 

０ 

２５ ３１ 

３９ 
３７ 

11 
９ 

内数は欧州航路便数 

上
海
港 

釜
山
港 

LA/LB
港 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
2,790 

92 

東京湾 
702 
135 

大阪湾 
464 
171 

高雄 
1,026 

 98 

釜山 
1,327 

63 

上海 
2,615 

5 
香港 

2,388 
147 

港湾取扱コンテナ個数 
（単位：万ＴＥＵ） 

出典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL 
YEARBOOK 1980 
        March 2008 Containerisation International 

2007年（上段） 

1980年（下段） 

※大阪湾は2006年の数字 

アジア諸港の欧米基幹航路寄港便数の比較 
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成田、仁川空港輸送実績 

中国・北米間の需給逼迫に伴い、中国発北米向け貨物の一部は、成田空港、仁川空港等の経由便に
流入している。 

中国・東南アジア発欧米向けの貨物は、成田空港の貨物の約１割、仁川空港の貨物の約３割を占め
ている。 

成田・関空・中部における国際トランジット貨物の割合は約２割に留まるのに対して、仁川空港におけ
る国際トランジット貨物の割合は約５割という高い水準を推移している。 

資料）国土交通省調べ 
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各国の物流コストと物流業界の能力レベルの評価 

■ 世界銀行の調査結果から、世界各国の物流関係者による他国の「物流コスト」と「物流業界の能

力レベル」に対する評価結果をクロス集計すると、先進各国は「高コスト×高能力」、アジア各国はバラ

ツキがあるものの概ね「コスト、能力ともに平均的」となっている。 

 ⇒ カナダ、シンガポール、香港は平均的コストにもかかわらず、高能力の評価 

物流コストが 
安い             

（出所）The World Bank「Logistics Performance Index2007」から政策統括官室作成     （備考）・150ヶ国の評価  ・縦横軸の数値は５段階評価の値    

物流コストが 
高い             

能力レベル 
低い            

能力レベル 
高い            物流コストは高いが、相応に

物流業界の能力レベルも高い
評価グループ 

物流コスト、物流業界の能力
レベルがともに平均的な評価
グループ 

物流コストが高いにもかかわ
らず、物流業界の能力レベル
が低い評価グループ 

物流コストは平均的だが、
物流業界の能力レベルは
高い評価グループ 

◆ G7各国 
◆ アジア諸国 
 ◆  その他の国 
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     ③分野ごとの現状 
       ６）バリアフリー 
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バリアフリー新法（※）に基づく達成目標とバリアフリー化の推進 

10.1% 
14.8% 

19.4% 

23.7% 

27.9% 

32.1% 

20.0% 

26.5% 

41.3% 

4.9% 
8.8% 

13.8% 
18.0% 

22.6% 

27.8% 

33.1% 

37.5% 
41.7% 

2.2% 
3.9% 

6.5% 
9.3% 

12.0% 
14.8% 

17.7% 

20.3% 

23.0% 

0.0% 
0.2% 2.1% 

4.4% 
7.0% 8.0% 

11.5% 
14.1% 

16.4% 

0.7% 

12.5% 

24.5% 

32.1% 

40.7% 

47.0% 

54.4% 

59.9% 

64.3% 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H27 

車両等におけるバリアフリー化の推移 

鉄軌道 低床バス ノンステップバス 旅客船 航空機 

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） 

目標 
 (100%） 

(65%） 

   目標 

(50%） 

(30%） 

車両等総数（平成20年度末現
在） 
 鉄軌道 ： 52,225両 
 バ  ス  ： 59,973台 
 旅客船 ：   906隻 

28.9% 
33.2% 

39.3% 

44.1% 

48.9% 

56.5% 

63.1% 
67.5% 

71.6% 

57.2% 

64.3% 

72.0% 
74.2% 

80.1% 
82.8% 

88.3% 
90.9% 

92.9% 

0.1% 
2.6% 

13.0% 
21.0% 

32.8% 

42.9% 

52.6% 

59.6% 

66.5% 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

旅客施設※におけるバリアフリー化の推移 

段差解消 視覚障害者誘導用ブロック 障害者用トイレ 

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） 

※１日当たりの平均的な利用
者数が5,000人以上のもの 

目標 
 (100%） 

※バリアフリー新法：高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 
※ H18の減少は、新基準における強化（車両内の扉等への 
文字及び点字表示の追加）のため。 

資料）国土交通省調べ 
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バリアフリー化による子育て世代・高齢者の購買行動への影響 

 
出典：国土交通政策研究所 
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     ③分野ごとの現状 
       ７）技術・安全等 
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架線レスLRV 

蓄電池を活用した
鉄道車両 環境に優しい船体、舶用エンジン等 

燃料電池バス 

フリーゲージトレイン 超電導リニア ハイブリッド車等 

交通分野の技術研究開発の主な事例・取組み 

資料）国土交通省調べ 

超小型モビリティ 

非接触給電ハイブリッドバス 

環境に優しい交通機関の開発・普及 

【出典：「国土交通省 技術基本計画」 （平成20年4月）における必要な技術研究開発の例】 
 

世界一安全でインテリジェントな道路交通社会 
の実現 
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運輸部門における安全対策 

【運輸安全マネジメント制度及び保安監査】 
 

運輸安全マネジメント制度及び保安監査により、事業者の安全管理体制の継続的改善及び技術基準等への適合
性など輸送の安全の確保に係る事業者の取組状況の確認を行い、民間が自主的に取り組む先進的な運輸安全性
向上プロジェクトを支援 
 
【各運輸部門における安全対策】 
 

鉄道部門における、地域鉄道の路線維持・安全性向上のための施設整備への支援 
自動車部門における、運送事業者の先進安全自動車導入等を支援する事故防止対策支援推進事業、自動車リ

コールに関しユーザー目線に立った実施体制強化の検討 
海事部門における、新技術導入を踏まえた内航船のブリッジ改善、居眠り防止装置の搭載 
航空部門における、外国航空機への立入検査に係る情報管理・分析システムの構築及び操縦士資格制度の改正

と制度実施体制の整備 
 
【航空部門における次世代型安全行政への転換】 
 

現在の安全指標・安全目標指標を求め、その指標について規制当局とサービス提供者が同意した上で、指標を
ベースとして継続的安全性向上を図っていく枠組である国家安全プログラム（SSP）を導入 

このため、安全に関する情報収集促進のための自発的インシデント報告制度の導入を図るとともに、これら安全に
関する情報の分析・評価体制を確立 
 
【国産旅客機の開発に伴う新たな安全性審査方式の導入】 
 

現在開発中の我が国初となる国産ジェット旅客機について、同機に取り入れられる新技術に対応した安全性審査
方式の導入に関する調査研究や審査に必要な環境整備を行い、迅速かつ適切に審査を実施 

資料）国土交通省調べ 
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案件形成の現状と今後の対応 

欧州・韓国等は、プロジェク
ト獲得のために国が関与す
る体制が確立されており、
早い段階から相手国政府
にアプローチ。それに対し、
日本は萌芽段階からの戦
略的・継続的な働きかけが
弱い。 

競合国では、海外プロジェ
クト獲得のために、首脳・閣
僚クラスによる働きかけや
要人招へい等が、我が国に
比べ精力的に展開されてい
る。 

欧州各国はメーカーとも連
携し、欧州規格の国際化を
強力に推進中。欧州国際機
関での国際規格採択の場
でも一定票数を有し有利に
展開。 

○案件獲得のための課題 

相
手
国 競合国（欧州等） 

日本 

早期の段階から国が関 
与し、欧州方式の特徴を 
活かしたプランの提示等 
案件形成を実施。 

国による関与が弱 
いため、日本方式が 
浸透せず、不利な条 
件で競争。 

欧州等が大きくリード 
日本は出遅れている 案件形成 

支援強化 
 

スタンダート化
支援強化 

トップセール
ス強化 

※2020年までに

海外インフラプロ
ジェクト受注額１０
兆円を獲得 

〈創出効
果〉 

我
が
国
企
業
の 

受
注
拡
大 

【経済効
果】 
約２．６兆
円 

【雇用創出効
果】 
約１７万人 

官民連携による海外プロジェクトの推進 

資料）国土交通省調べ 
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      ④主な課題の背景 
       １）まちの拡散 
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都市部のスプロール現象 

16.575 

22.75 

10.075 

17.5 

15.025 

17.425 

13.55 

27.625 

55.05 

55.375 

35.875 

34.9 

39.1 

35.525 

36.825 

36.15 

12.9 

11.025 

30.45 

23.6 

24.075 

22.325 

26.3 

16.65 

6.875 

4.7 

16.25 

15.125 

12.525 

15.525 

11.975 

12.225 

8.6 

6.15 

7.35 

8.875 

9.275 

9.2 

11.35 

7.35 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

より安くて広い手頃な住宅を手に入れることができる 

自然の近くでゆっくり暮らすことができる 

利便性の高い暮らしができる 

空き店舗が増加するなどまちの中心部が衰退してしまう 

自動車を利用することが多くなり地球環境に負荷をかけてしまう 

農地や林が開発され、環境に負荷をかけてしまう 

公共施設やインフラの整備が必要になり自治体の財政負担が

増えてしまう 

高齢者など車を運転できない人にとっては不便になってしまう 

■これまで、日本のまちは、郊外や農村部などまちの周辺部へ徐々に拡大し

ていきました。まちが拡大し、人々が広い範囲に拡散して居住することについ

ては、次の項目のような利点や欠点が一般に指摘されています。あなたは、

人々が広い範囲に拡散して居住することについて、次のそれぞれの項目に対

して、どのくらい共感できますか。 

共感できる どちらかといえば共感できる どちらかといえば共感できない 共感できない わからない 無回答 

資料）平成21年国土交通白書 
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鉄道・バス    クルマ（運転） 
クルマ（同乗）  オートバイ 
自転車      徒歩 

主な通勤手段※について 

鉄道・バス 

徒歩 

 車（同乗） 

※エコ通勤アンケートに回答した各個人において、最も利用度の高い通勤手段 

不明 

 通勤交通の実態 

■マイカー通勤者 
 ・平均通勤距離 １０．５ｋｍ 
   （片道） 

オートバイ 

36.0% 
 1.4% 

 8.5% 

13.1%  35.3% 

4.6%  1.1% 

自転車 

車（自ら運転） 

出典：◇国土交通省「エコ通勤アンケート」結果より作成（平成２１年度） 
     ◇全国29者（320事業所）の従業員24,256人が対象 63 



 
    
      ④主な課題の背景 
       ２）国内ネットワーク 

64 



全国の路線数は、2000年頃から横ばい、近年、燃油高騰による影響等に
より、路線数が減少している  
収益性の高い路線は、増便。全体の路線数が減少したことにより、１路線
当りの平均運航回数は増加。 

資料）航空輸送統計年報、航空局資料より作成 

国内航空ネットワークの変化 
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国内航空ネットワークの推移 

路線の廃止により、国内航空ネットワークの縮小が進行している。 

資料）国土交通省調べ 66 



国内空港の運行便数（羽田空港発着路線） 

※旅客数及び座席利用率については、各社提供航空輸送実績より国土交通省作成 

  増減便数については、平成１６年１月ダイヤを基準として平成２１年１月ダイヤでの増減便数 

  色づけされた路線は、１社単独路線 
資料）国土交通省調べ 
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在来幹線鉄道の高速化実施状況 

函館線 
（札幌～旭川） 

92.2km/h→102.6km/h 
平成２年９月１日 

函館線・千歳線・室蘭線 
 （札幌～函館） 

91.5km/h→106.8km/h 
平成６年３月１日 

石勝線・根室線 
（南千歳～釧路） 

 札幌～釧路 
 78.9km/h→95.0km/h 
 平成９年３月２２日 

新庄 

田沢湖線・奥羽本線 
（盛岡～秋田） 

71.4km/h→90.9km/h 
平成９年３月２２日 

奥羽本線 
（山形～新庄） 

72.4km/h→99.7km/h 
平成１１年１２月４日  

奥羽本線 
（福島～山形） 

68.8km/h→87.1km/h 
平成４年７月１日 

上総一ノ宮 

安房鴨川 

六日町 

犀潟 

東舞鶴 

園部 

常磐線 
（上野～日立） 
上野～水戸 

97.9km/h→110.2km/h 
平成元年３月11日 

外房線 
(上総一宮～安房鴨川) 

東京～勝浦 
64.1km/h→82.6km/h 

平成８年12月１日 

湖西線・北陸本線 
(金沢～直江津) 

103.3km/h→108.6km/h 
平成９年３月２２日 

北越北線（新設） 
(六日町～犀潟) 

東京～金沢 
124.0km/h 

平成９年３月２２日 

 湖西線・北陸本線 
(京都～金沢) 
大阪～金沢 

102.3km/h→107.8km/h 
平成７年４月２０日 

小浜線 
（敦賀～東舞鶴） 

41.1km/h→45.2km/h 
平成１５年３月１５日 

山陰線・宮福線等 
(園部～天橋立) 
京都～天橋立 

60.6km/h→71.1km/h 
 平成８年３月１６日 

中央線 
（新宿～松本） 

84.9km→91.3km/h 
平成６年１２月３日 

津山 

益田 

佐伯 

折尾 

肥後大津 

紀勢線 
（和歌山～新宮） 
新大阪～新宮 

70.6km/h→77.2km/h 
平成９年３月８日 

高徳線 
（高松～徳島） 

70.1km/h→77.6km/h 
平成１０年３月１４日 

土讃線 
（多度津～高知） 

高松～高知 
62.2km/h→80.5km/h 
平成３年１１月２１日 

予讃線 
（高松～松山） 

75.9km/h→83.4km/h 
平成５年３月１８日 

播但線 
（姫路～寺前） 

42.3km/h→61.2km/h 
平成１０年３月１４日 

智頭線(新設）・因美線    
(上郡～鳥取) 
大阪～鳥取 

66.0km/h→82.1km/h 
平成６年１２月３日 

宇野線・本四備讃線 
（岡山～児島） 

78km/h→83km/h 
平成２１年３月１４日 

山陽線・伯備線・山陰線 
（岡山～出雲市） 

77.4km/h→80.3km/h 
平成４年３月１４日 

山陰線 
(安来～益田) 
松江～益田 

62.9km/h→84.1km/h 
平成１３年７月７日 

篠栗・筑豊線 
（吉塚～折尾） 

45.3km/h→48.3km/h 
平成１３年１０月６日 

長崎線 
（鳥栖～長崎） 

78.3km/h→85.4km/h 
平成２年３月１０日 

鹿児島線 
（博多～八代） 

89.8km/h→95.3km/h 
平成２年３月１０日 

日豊線 
（大分～小倉） 

90.6km/h→96.1km/h 
平成７年４月２０日 

日豊線 
（大分～佐伯） 

66.0km/h→74.9km/h 
平成１６年３月１３日 

日豊線 
（延岡～宮崎） 

69.8km/h→83.7km/h 
平成６年３月１日 

        凡  例 
 

        高速化実施線区 
        新幹線 
        在来線 

 
        国の助成事業 

        地域主体の事業 
        ＪＲ単独事業  

宗谷線 
（旭川～名寄） 
札幌～名寄 

73.8km/h→95.4km/h 
平成12年３月11日 

三岐鉄道北勢線 
(西桑名～阿下喜) 

23.5km/h→26.6km/h 
平成２１年３月３１日 

西桑名 

阿下喜 

奈良線 
(京都～木津) 
京都～奈良 

 56.9km/h→62.6km/h  
平成１３年３月３日 

愛知環状鉄道線 
(岡崎～高蔵寺) 

平成１６年１１月１５日 

岡崎 

高蔵寺 

中央線 
（名古屋～塩尻） 
名古屋～長野 

87.0km/h→92.3km/h 
平成８年１２月１日 

高山線 
（岐阜～高山） 

60.6km/h→77.5km/h 
平成２年３月１０日 

児島 

山陰線・因美線・境線 
（境～鳥取） 
米子～鳥取 

79.5km/h→99.3km/h 
平成１５年１０月１日 

姫路 上郡 

出雲市 

南千歳 

安来 塩尻 

津軽海峡線 
(中小国～木古内) 

青森～函館 
81.6km/h→83.7km/h 
平成３年３月１６日 

中小国 

木古内 

鹿児島中央 

上月 

上月 

姫新線 
（姫路～上月） 

41.2km/h→46.2km/h 
平成２２年３月１３日 

寺前 

天橋立 

福井 

加古川 

綾部 

札沼線    
(八軒～あいの里教育大) 

平成12年３月 

加古川線 
（加古川～谷川） 
平成16年12月 

福知山線 
(新三田～篠山口) 

平成９年３月 

舞鶴線 
（綾部～東舞鶴） 
平成11年10月 

津山線 
（岡山～津山） 

46.3km/h→53.4km/h 
平成８年１２月１日 境 

敦賀 

長浜 

北陸本線・湖西線 
（長浜～敦賀、 

永原～近江塩津） 
平成11年10月 

豊肥線 
(熊本～肥後大津) 
博多～肥後大津 

66.6km/h→77.6km/h 
平成１１年１０月１日 

※国土交通省調べ 
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高速バスの現状 

運行系統数（本） 高速自動車道供用キロ（㎞） 全乗合（百万人） 高速バス（千人） 

※出典：数字でみる自動車 

〔 事業者数・運行系統の推移 〕 〔 輸送人員の推移 〕 

年度 年度 
事業者数：者 
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      ④主な課題の背景 
       ３）訪日外国人の増加 
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訪日外国人旅行者が感じる不便・不満 

出典：平成２１年日本政府観光局（JNTO）調べ 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 

景色景観 

観光施設 

買い物 

サービス 

宿泊 

飲食施設 

観光地 

物価 

禁煙・喫煙 

街中環境 

交通 

クレジットカード 

言葉 

観光案内所 

標識等（案内板、道路標識、地図） 

不便・不満の分野別件数および構成比（回答者人数ベース） 

％表示：回答者456人を母数とした場合の構成比 

37.3% 

７０ 

17.6% 

1７０ 

件数 71 



 
    
      ④主な課題の背景 
       ４）地球温暖化問題 

72 



地球温暖化問題 

世界の年平均地上気温は、長期的には100年あたり0.78℃の割合で上昇しており、日
本は、100年あたり1.10℃の割合で上昇。特に1990年代以降、高温となる年が頻出して
いる。 ⇒ 日本は世界平均よりも温暖化傾向となっている 
     ⇒ 地球温暖化によって世界規模での気候変動が起きている 

（出典）
NOAA , 
U.S. 
Departme
nt of 
Commerc
e 

ハリケーン「カトリーナ」（2005年） 

（出典）気象庁ホームページ 

世界・日本の気温の長期変化 

（出典）国土交通省「近年の豪雨災害の発生状況について（H20.2）」 

ツバル浸水被害 
海面上昇による浸水地域の拡大 

1200人以上が死亡 
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総量12億1,400万トン （CO2） 
（二酸化炭素排出量：エネルギー・非エネルギー含む） 

二酸化炭素排出量の部門別内訳 

2008年度における我が国の排出量は、基準年から1.6％、 
京都議定書約束（1990年比６％減）から2.2％上回っている。 

基準年 
（原則1990年） 

2008 京都議定書削減約束 

（2008年度～2012年度） 

13 

12 

11 

10 

排出量 

（億トンCO2） 13億6,900万トン  

森林吸収源対策で3.8% 

京都メカニズムで1.6% 

の確保を目標 

年度 

2007 

12億6,100
万 
トン 

12億5,400万 
トン 

（-0.6%） 

11億8,600万 
トン 

（-6%） 

（温室効果ガス CO2 換算） 

12億8,200万トン 
（基準年比+1.6％） 

＜前年度比-6.4％＞ 

2.2％ 

産業 
（製造業，建設業， 
 鉱業，農林水産
業， 
でのエネルギー消
費） 

運輸 
（自動車，航
空，船舶，鉄
道） 

業務その他 
（商業，サービス業，事業所
等） 

家庭 
（冷暖房，給
湯，家電の使
用等） 

エネルギー転換 
（発電所，ガス工場，製油
所等での自家消費分） 

工業プロセス 
（セメント製造時等
の化学反応による
CO2発生） 

34％ 

19％ 

19％ 

14％ 

6％ 4％ 

2％ 

廃棄物 

日本の温室効果ガス排出量（2008確定値）について 

資料）国土交通省調べ 
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      ④主な課題の背景 
       ５）運輸行政のアプローチ 

75 



行政のアプローチ（１） 

需給調整規制、運賃規制等により、業界の健全な発展と促進を目指す 
経済社会の発展段階では、このアプローチは安全な交通サービスを安定的に

確保するための方策として有効に機能 
行政は、基本的には交通事業者を相手に施策を展開 

行政 
交通 

事業者 
利用者 

規制・監督 サービスの提供 

運賃の支払い 
内部補助を
前提とする
独立採算 

市場 

「許認可行政」 

需給調整 
運賃規制 
安全規制 
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行政のアプローチ（２） 

市場が成熟するにつれ、規制緩和を通じて競争を促進し、効率的な交通を確
保すべしとの声 

平成１２年頃から、順次、需給調整規制・運賃規制を撤廃 
規制緩和の結果、従来の需給調整規制、運賃規制等を背景とする内部補助

が困難となり、需要の少ない区間におけるサービスの縮小・撤退が進展、ネット
ワークが縮小する分野が発生 

「規制緩和」 

行政 
交通 

事業者 
利用者 

規制・監督 サービスの提供 

運賃の支払い 原則として
独立採算 

市場 

安全規制 
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     ④主な課題の背景 
       ６）公共交通施策に関するニーズ 
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0 10 20 30 40 50 60 

駅や車両に段差のない新しい路面電車（ＬＲＴ）や連結バスな

どの導入 

車両や待合施設（駅や停留所等）の改善 

バス専用レーンなど、バスが遅れないような定時性の確保 

総合案内システム（時刻表、路線、運行状況情報等）の整備 

パークアンドライド方式（駅やバス停まで自動車で行き駐車場

に止めて、鉄道やバスに乗る方式）の整備 

鉄道同士、鉄道とバス、タクシーなどの交通機関相互の連絡

強化 

運転本数の増加、早朝・夜間のサービス時間の延長など、使

いやすさの向上 

使いやすい料金の設定 

公共交通機関の利用が不便な地域における路線の整備 

出典：平成２１年７月世論調査 

公共交通関係施策に関するニーズ 
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■公共交通機関の不便地域における路線の整備 
   ・地方公共団体における地域交通担当者の育成、地域の交通事業者の連携 
   ・地域住民、商工会等の参画 
   ・交通サービスを確保維持するための財源確保 
   ・運行サービスの効率性・安全性の確保 
 
■使いやすい料金の設定 
   ・利用者負担と公的負担のバランス 
 
■交通サービスの利便向上 
   ・ターミナルからの乗継に係るダイヤ調整 
   ・ＩＣカードの導入及び共通利用に係る調整 
   ・車両、待合施設のバリアフリー化の負担の調整 
   ・モノレールやＬＲＴの新規導入に伴う既存交通事業者、警察等との調整 
   ・バスの定時性確保のための交通環境づくり 
   ・パークアンドライド等を推進するための駐車スペースの確保 
 
■交通結節点の利便性 
   ・路線バスのバス停が駅バスプールに収まりきらず、周辺地区に分散するケースへの対応 
   ・タクシープールからあふれたタクシーが周辺交通を阻害しないようなルールづくり 
   ・バスプール周辺道路の未整備により乗り入れが困難な場合への対応 
   ・複数のバス事業者のバス停の設置場所・デザインの統一化 
 
■総合案内システムの整備 
   ・ターミナルにおける各路線の乗継案内表示板の調整 
   ・ 駅構内における乗継案内表示板に係る費用負担の調整 
 

 ニーズに対応する上での課題例 

資料）国土交通省調べ 
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